
１. はじめに

アルツハイマー型痴呆 (Alzheimer's disease,

以下ADと略) は脳神経細胞の変性によって生じ

る病気で, その症状は, 記憶障害, 抽象的思考や

判断力の障害と, 周辺症状としての意欲低下, 感

情障害, 幻覚・妄想などに大別される (小野寺・

山田・鍋島, 2000)｡ 発症はおおむね45歳以降で,

早発性は45～60歳, 晩発性は70歳前後に発症する

ものが多い (一宮, 1999)｡

1991年３月に集計した65歳以上の年齢段階別・

性別痴呆性老人有病率と厚生省人口問題研究所に

おける日本の将来推計人口を基礎に算出したデー

タによると, 2000年におけるわが国の老年期痴呆

の有病率は7.2％で約156万人にのぼり, 2035年に

はピークに達し有病率は10.5％, 約300万人と予

測されている (大塚, 1994)｡ ADは脳血管性痴

呆 (vascular dementia, 以下VDと略) ととも

に老年期痴呆の主要疾患で, 両者で老年期痴呆の

70～90％を占めるとされる (斎藤・中野・斎藤,

2000)｡ かつてはVDの有病率がADを上回ってい

たが, 近年, 診断技術が向上し特定困難な痴呆が

減少したこと (今井・北村, 1999), ならびに

ADの有病率が高い80歳以上の女性高齢者人口の

増加によりADの有病率が増加し (今井・北村,

2000), 1990年以降はADの有病率がVDを上回る

との報告が増えてきている (本間, 1999)｡

ドネペジル (商品名アリセプト, エーザイ株式

会社) は, 軽度および中等度のADにおける痴呆

症状の進行抑制効果を有する薬剤である｡ 本剤は

ADにおける記憶障害, 抽象的思考や判断力の障��
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抗痴呆薬ドネペジルの経済的価値を評価するため, マルコフモデルを用いて, 軽度・中等度アル

ツハイマー型痴呆患者に対するドネペジル治療の費用－効果分析を実施した｡ 分析の立場は支払い

者の立場とし, 費用は診療報酬点数および介護保険における在宅の給付限度額を参考に推計した｡

薬剤の有効性データは国内臨床第Ⅲ相試験の成績を基にしたが, わが国における自然予後のデータ

は入手できなかったため米国の疫学データを用いた｡ 薬剤の有効性, 自然予後ならびに各病態にお

ける平均QOLスコアを組み合わせて質調整生存年 (QALY) を算出し, 効果指標とした｡

２年間を時間地平とした分析では, 軽度・中等度アルツハイマー型痴呆患者に対するドネペジル

の投与により, 既存治療に比べて患者の健康結果が向上するとともに, 医療・介護費用が節減され

ることが明らかとなった｡ 但し, ドネペジルの長期的効果やわが国におけるアルツハイマー型痴呆

患者の予後に関するデータが不充分であることから, 今後, これらのデータが蓄積された際には本

分析結果の再評価を行うことが望ましいと考えられる｡

キーワード アルツハイマー型痴呆, 抗痴呆薬, 経済評価, 効用値, 質調整生存年
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害に効果を示すことが臨床試験において確認され

た本邦で唯一の薬剤であり, 本剤の登場により

AD治療のあり方が大きく変わったとの高い臨床

的評価がなされている (河野, 2000)｡ しかしそ

の一方で, 投与対象となる患者数が増加しつつあ

り, しかも根治をもたらす薬剤ではないことから,

医療経済の観点からの検討が重要と考えられる｡

そこで今回は, ドネペジルの経済的価値を評価

するため, 従来治療を対照とした場合のドネペジ

ル治療の費用－効果分析を実施した｡

２. 方法

(1)分析手法

医療技術の経済評価における分析手法としては,

費用－効果分析, 費用－便益分析等が用いられる

(池田, 1998)｡ 今回分析対象とするドネペジルは

痴呆症状の進行抑制効果を有する薬剤であり

QOLの評価が必須であると考えられることから,

質調整生存年 (Quality-adjusted Life Year,

QALY) (Gold et al., 1996)１) を効果指標とする

費用－効果分析を計画した｡ 分析の立場は, 支払

者の立場 (payer's perspective) とした｡ 分析の

期間 (時間地平) は２年間､ 割引率は費用・効果

ともに年率３％とした｡

(2)AD病態の進行のモデル化

前述のようにADは進行性の病態を有する｡ そ

の重症度の評価には, CDR (Clinical Dementia

Rating) (Hughes, 1982), FAST (Functional

Assessment Staging) (Reisberg et al., 1984)

などが用いられる｡ 本研究では, 国内外で広く使

用され, 国内の臨床試験でもエンドポイントとさ

れたCDR２) をもとにADの病態を分類し, 病態の

進行をマルコフモデル (Beck and Pauker, 1983)

を用いてモデル化することとした｡

従来治療群におけるADの病態推移を把握する

ための国内データは, 文献検索および専門家への

照会を試みたが, 入手できなかった｡ そこで, 米

国における患者データベースCERAD (The Con-

sortium to Establish a Registry for Alzheimer's

Disease)３) (Morris et al., 1989) からNeumann

ら (1999) が推計した年間推移確率を用いた｡

病態推移モデルおよび従来治療群の年間推移確

率を図１に示した｡

(3)ドネペジルの効果

わが国における臨床第Ⅲ相試験 (161試験)

(Homma et al., 2000)４) では, ドネペジル投与

群の軽度痴呆→中等度痴呆の４週間あたりの推移

��

１) ｢質調整生存年｣ (QALY：Quality-adjusted life year)

は, 完全に健康な状態のスコアを１, 死亡を０とし

たスケールにおいて, 半身不随の状態のスコアは0.5

である, といった具合に, 各健康状態におけるQOL

を ｢効用値｣ としてスコア化し, これと生存年数と

を掛け合わせることにより, QOLと生存期間の両方

を総合評価した単位である｡ 例えば, 効用値=0.5の

健康状態で10年間生存した場合には, 0.5×10=５質

調整生存年ということになる｡

２) Clinical Dementia Rating (CDR) は, 診察および

介護者からの情報をもとに, ６項目 (記憶, 見当識,

判断力, 社会適応, 家族状況と趣味, 介護状況) を

評価し, これらを総合して, 健康 (CDR=０), 痴呆

の疑い (CDR=0.5), 軽度痴呆 (CDR=１), 中等度

痴呆 (CDR=２), 高度痴呆 (CDR=３) に評定する｡
３) The Consortium to Establish a Registry for

Alzheimer's Disease (CERAD) は, 1986年から1995

年まで, 米国における 22施設において計 1,145名の

痴呆患者の経過を１年ごとに医師が診療し登録を行っ

たデータベースである｡
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確率は, プラセボ投与群の0.597倍 (95％信頼区

間：0.230～1.554) であった｡ また, 中等度痴呆

→軽度痴呆の４週間あたりの推移確率は同じく

6.899倍 (95％信頼区間：0.791～60.207) であっ

た５)｡

そこで, 今回の分析では, ドネペジル治療群の

病態推移確率は従来治療群の病態推移確率に上記

リスク比を乗じた値とした｡

なお, わが国における臨床第Ⅲ相試験 (161試

験) におけるドネペジル投与期間は24週間 (約６

か月間) でありそれ以降の薬剤の有効性は必ずし

も明らかではないため, 感度分析として, 24週

(約６か月) 後, 52週 (約１年) 後, 76週 (約１

年６か月) 後にドネペジル治療群が従来治療群

(臨床試験におけるプラセボ投与群) と同等の病

態推移確率になるとの想定でも分析を行った｡

(4)費用の算出

ドネペジル投与対象患者は軽度痴呆患者または

中等度痴呆患者とし, 治療開始後１週間は一日３�投与, それ以降は一日５�投与とした｡ 薬剤費

は平成12年４月改訂の薬価 (３�１錠338.20円,

５�１錠518.70円) を用いた｡ 服薬遵守 (コンプ

ライアンス) は100％と仮定し, 患者が高度痴呆

に進行した場合にはその時点で薬剤投与を中止す

ることとした｡

費用は, 医療費および介護費用を算出した｡ 外

来受診は, ドネペジル投与患者は２週間に１回,

それ以外は４週間に１回の外来受診とし, 200床

以上の病院に受診, 応需薬局は面分業・処方箋枚

数月4,000枚以下として算出した６)｡ 介護費用は,

介護保険における在宅の給付限度額 (基準単価)

��４) 国内で実施されたドネペジルの臨床第Ⅲ相試験 (161

試験) では, 軽度および中等度のADを対象に, プラ

セボまたはドネペジルを一日一回, 24週間投与して

いる｡ 但し, ドネペジルの急激な血漿中濃度の上昇

による消化器症状 (嘔気, 嘔吐等) の副作用を軽減

させるため, ドネペジル投与群では３�／日を一週

間投与した後, ５�／日に増量している｡ CDRは投

与開始４週間前, 投与開始時, さらにその後４週間

ごとに評価されている｡

図１ ADの病態推移モデルと年間推移確率

５) エーザイ株式会社より提供された臨床第Ⅲ相試験

(161試験) における４週間の病態推移は以下のとお

りである｡ ｢プラセボ投与群｣ には, プラセボ投与群

の全経過ならびにドネペジル投与群の投与４週間前

から投与開始時の経過の累計患者数が, ｢ドネペジル

投与群｣ には, ドネペジル投与群の投与開始後から

の経過の累計患者数が示されている｡�������� �� ��������� �������� �������������� ���� ��� ������ �� ���� ���� ���������� ��������� �������� �������������� ���� ��� ������ ��� ���� ���
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[表１] をもとに４週間あたりの費用を算出した｡

要介護度は痴呆, 特に在宅における介護負担を適

切に反映していないが (池上 他, 2000), 現行制

度下での費用を算定するために, 認定プロセスに

詳しい精神神経科医の意見に基づき, 軽度痴呆患

者では要支援の限度額, 中等度痴呆患者では要介

護１と要介護２の限度額の平均, 高度痴呆患者で

は要介護３・要介護４・要介護５の限度額の平均

とした｡

さらに, 東京都における要介護度ごとの介護サー

ビスの利用状況を加味した介護費用を用いて, 感

度分析を試みた７)｡

(5)QOLスコア

費用－効果分析における効果指標として質調整

生存年 (QALY) を用いる場合には, 完全な健

康を１, 死亡を０とするQOLスコア (効用値)

を各病態について割り当てる必要がある｡ 本研究

では, 在宅AD患者に対するHealth Utilities

Index MarkⅢ (HUI：Ⅲ) (Torrance et al.,

1995) を用いた調査結果より, 軽度痴呆患者では

0.33, 中等度患者では0.16, 高度痴呆患者では0.02

とした (国際QOL学会, 2000)８)｡

３. 結果

軽度痴呆患者ならびに中等度痴呆患者における

４週間ごとの期待費用の推移を表２に示した｡ 軽

��
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６) 医療費は, 以下の前提に基づき平成12年４月改定の

医科診療報酬点数表より算出した｡

受診医療機関は, 200床以上の病院とした｡

外来診療料：70点

処方料：81点

応需薬局は, その専門病院より処方箋を受ける率を

70％以下とし, 一か月に4,000枚以下の調剤の場合と

した｡

調剤基本料：49点

調剤料：６点×７＋４点×７=70点

表1 各要介護度の目安と給付限度額������ ������ ����������������������������������������������������������������� ���������������������������������������������������������� ������������������������������������������������������������������������ ��������������������������������������������� ����������������������������������������� ����������������������������������������������� ����������資料： ｢給付基準額｣ 2000年２月10日官報告示
７) 東京都が, 都内の３区７市２町で, 要介護認定を受

けた約900人 (在宅生活者のみ) を対象として平成12

年４月に調査した結果によると, 要介護度ごとの平

均利用率は, 要支援61%, 要介護１ 40%, 要介護２

47%, 要介護３ 49%, 要介護４ 51%, 要介護５ 55%

であった (｢介護サービスの利用率, 限度額の半分

東京都調査｣ 平成12年７月20日朝日新聞朝刊)｡
８) HUI：Ⅲは, ８領域 (視覚, 聴覚, 発話, 意欲, 痛

み, 移動, 手先の使用, 認知) 12設問からなる健康

関連QOL質問票である｡ 選好に基づく尺度(preference-

based measure) であり, 回答結果をもとに換算式

(scoring function) を用いて完全な健康=１, 死亡=

０とするQOLスコア (効用値) を求めることができ

る｡ HUI：Ⅲの換算式はカナダの一般住民における

調査をもとに作成されている｡



度痴呆患者では, 従来治療群一人あたりの期待費

用は２年間で260万円, 期待QALYは0.51であっ

た｡ 一方, ドネペジル治療群一人あたりの期待費

用は２年間で256万円, 期待QALYは0.58であり,

ドネペジル治療群は費用が安く効果が高い ｢優位

(dominant)｣ な結果であった｡

中等度痴呆患者では, 従来治療群一人あたりの

期待費用は２年間で488万円, 期待QALYは0.23

であった｡ ドネペジル治療群一人あたりの期待費

用は２年間で459万円, 期待QALYは0.31であり,

やはりドネペジル治療群は費用が安く効果が高い

｢優位 (dominant)｣ な結果であった｡

感度分析として, ドネペジルの初期の有効性が

一定期間 (24週, 52週, 76週) に限られると想定

した結果を表３に示した｡ 例えばドネペジルの初

期の有効性が52週 (約１年) に限られると仮定し

た場合には, 中等度痴呆患者ではやはり ｢優位

(dominant)｣ な結果であったが, 軽度痴呆患者

ではドネペジル治療群の費用が従来治療群の費用

を上回り, 費用／効果比は146万円／QALYであっ

た｡ なお, ①従来治療群, ②ドネペジル治療群,

③ドネペジルの初期の有効性が52週 (約１年) に

限られる場合, の３通りについて, ４週間ごとの

期待費用の推移を図２に, 期待効用値の推移を図

３に示した｡

また, 介護費用に介護サービスの利用状況を加

味した感度分析の結果を表４に示した｡ 軽度痴呆

患者と中等度痴呆患者の両者において, ドネペジ

ル治療群の費用が従来治療群の費用を上回った｡

費用／効果比はそれぞれ329万円／QALY, 95万

円／QALYであった｡

４. 考察

かつて, 医療分野において経済性を語ることは

非倫理的と考える風潮があった｡ また, 医師は日

常診療において目前の患者に対し最高の医療を提

供することに目標を置き, 社会の立場から医療の

経済的効率性を考慮する機会はほとんどなかった｡

しかしながら近年, 先進諸国において医療費の高��
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騰が社会問題化し医療費適正化が重要な政策課題

とされる中で, 効率的な医療の実践が必要とされ

てきた｡ こうした状況の中で, 医療技術の経済評

価が世界的に注目を集めている (池田, 1998)｡

特に, 薬剤を対象とした分析は ｢薬剤経済学｣

(pharmacoeconomics) と呼ばれ, 進展がめざま

しい (池田・池上, 1998)｡ 実際, 欧米の臨床雑

誌においても, 近年, 薬剤経済学の論文が頻繁に

掲載されており, 個々の患者に対する臨床判断や,

診療ガイドラインの策定などにおいて, 薬剤経済

学は重要な情報源となっている｡

また, 先進諸国では, 薬剤経済学の分析結果を��
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図２ ４週間ごとの期待費用
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効果１年：ドネペジルの臨床試験で観察された効果が52週持続し, その後は従来治療群と同等の推移確率になると想定した場合

効果２年：ドネペジルの臨床試験で観察された効果が108週持続すると想定した場合

× 従来治療群 ■ ドネペジル治療群 (効果１年) △ ドネペジル治療群 (効果２年)
× 従来治療群 ○ ドネペジル治療群 (効果１年) ドネペジル治療群 (効果２年)

軽度痴呆患者への投与
中等度痴呆患者への投与



行政当局が薬価の決定や保険償還の可否といった

政策決定に利用する動きが見られる (Torrance

et al., 1996；Langley, 1995；Anis and Gagnon,

2000)｡ わが国における最近の薬価制度改革の議

論の中でも, 厚生省の ｢薬価基準制度の見直しに

関する作業チーム｣ 報告書 (平成 10年 10月) (厚

生省, 1998), 日本医師会による薬価制度構造改

革の提案 (平成 11年７月) (日本医師会, 1998),

中央社会保険医療協議会に対する日本製薬団体連

合会の意見書 (平成 11年８月) (薬事日報, 1999)

等で画期的新薬の価格設定に薬剤経済学を活用す

る案が示されており, さまざまな立場から薬剤経

済学に関心が寄せられている｡

抗痴呆薬ドネペジルは, 医療・介護費用に与え��

抗痴呆薬ドネペジルの経済評価

図３ ４週間ごとの期待効用値
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効果１年：ドネペジルの臨床試験で観察された効果が52週持続し, その後は従来治療群と同等の推移確率になると想定した場合

効果２年：ドネペジルの臨床試験で観察された効果が108週持続すると想定した場合

× 従来治療群 ■ ドネペジル治療群 (効果１年) △ ドネペジル治療群 (効果２年)
× 従来治療群 ○ ドネペジル治療群 (効果１年) ドネペジル治療群 (効果２年)

図３ ４週間ごとの期待効果値



る影響が大きいと考えられることから, 欧米諸国

で薬剤経済学的分析が相次いで報告されている｡

英国のStewartら (1998) は, 簡易認知機能検査

法であるMMSE (Mini-Mental State Exami-

nation) によりAD患者の重症度を４段階に分類

し, 米国における臨床第Ⅲ相試験 (A001－302試

験) (Rogers et al., 1998) の結果を用いて, ド

ネペジル一日10�投与群, 一日５�投与群, およ

びプラセボ投与群の費用対効果を分析している｡

効果指標は高度痴呆 (MMSE＜10) に至るまで

の年数とし, ドネペジルの初期の有効性は24週間

(約６か月間) 限りであると仮定し, ５年間の時

間地平で分析した場合, プラセボに比べドネペジ

ル一日５�投与群の増分費用／効果比は, 軽度痴

呆患者では7,048ポンド／年, 中等度痴呆患者で

は1,210ポンド／年であった｡

カナダのO'Brianら (1999) は, MMSEにより

AD患者の重症度を５段階に分類し, A001－302

試験の結果を用いて, ドネペジル一日５�投与群

とプラセボ投与群の費用対効果を分析している｡

英国における分析と同様に効果指標は高度痴呆

(MMSE＜10) に至るまでの年数とし, ドネペジ

ルの初期の有効性は24週間 (約６か月間) 限りで

あると仮定し, ５年間の時間地平で分析した場合,

プラセボ投与群に比べドネペジル一日５�投与群

は優位 (dominant) であった｡ ただし, 上記の

分析では患者の重症度分類にMMSEを用いてお

り, 効果指標も異なることから, われわれの結果

と単純な比較はできない｡

今回の分析と同様に効果指標にQALYを用

いた分析も行われている｡ 米国のNeumannら

(1999) は, CDRによりAD患者の重症度を３段

階に分類し, A001－302試験の結果を用いて, ド

ネペジル一日10�投与群, 一日５�投与群, およ

びプラセボ群の費用対効果を分析している｡ 効果

指標は質調整生存年 (QALY) とし, ２年間の

時間地平で分析した場合, プラセボに比べドネ

ペジル一日５�投与群は軽度痴呆患者では優位

(dominant), 中等度痴呆患者では47,000ドル／q

QALYであった｡

Laupacisら (1992) は, 新技術導入・適正利

用に関する基準を提案している [表５]｡ これに

よれば今回の結果は, 軽度痴呆患者に対しても中

等度痴呆患者に対しても ｢導入・適正利用の確固

たる根拠｣ と判断される｡ なお, Neumannら

(1999) の結果では, 軽度痴呆患者に対しては

｢導入・適正利用の確固たる根拠｣ とするが, 中

等度痴呆患者に対しては ｢導入・適正利用の中等

度の根拠｣ となる｡ 今回の結果とNeumannらの

結果とが異なった理由として, 米国のA001－302

試験に比べ日本の161試験の方が中等度痴呆→

軽度痴呆のリスク比が高かったこと, および

Neumannらは服薬中止の可能性 (投薬開始６か

月以降年率30％) を考慮していることなどが考え

られる｡

本分析における限界として, 第一に, 介護費用

に関して介護保険の利用上限額を用いた点があげ

られる｡ 現状では利用者の求める介護サービスを

用意できるケアマネジャーの不足や１割の自己負

担のため, 在宅では給付限度額まで利用されてい

ないことから (日本経済新聞, 2000), 費用算出

に際し介護保険の利用上限額を用いた場合には,

費用を過大に推計している可能性がある｡ そこで

今回は感度分析として東京都における介護サービ

ス利用状況の調査結果を参考にしたが, 本調査は

介護保険導入直後に実施されているため, その後

に状況が変化している可能性もあり, さらなる調

査が必要である｡ また, 今回は家族介護のコスト

については検討しなかったが, 家族等によるイン

フォーマルケアの状況も患者の痴呆重症度により

異なることが考えられるため, 今後, インフォー

マルケアのコスト算出についても明らかにするこ

とが望ましいと考えられる｡

第二に, ドネペジルの長期的な有効性に関する

エビデンスが十分に得られていないため, ドネペ

ジル投与群の病態推移モデルの設定が困難であっ��
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た点である｡ プラセボ対照の長期投与試験は倫理

上の問題があることから, 国内外の臨床第Ⅲ相試

験では最長24週間の時点で投薬が打ち切られてい

る｡ したがって, 24週間以降の薬剤の効果につい

ては十分なデータが存在しない｡ 今回は, ドネペ

ジルの初期の効果が２年間持続するものとして基

本分析を実施したが, 今後, ドネペジルの長期的

効果に関するデータが得られた際には, 再検討を

行う必要がある｡

第三に, 従来治療におけるAD患者の予後につい

て, わが国では利用可能な疫学データが存在しなかっ

たため, 米国CERADのデータを用いた点である｡

第四に, QOLスコアの測定をHUI：Ⅲを用い

て行った点である｡ HUI：Ⅲはカナダで開発さ

れたQOL調査票であり, QOLスコアへの換算表

(scoring function) はカナダ住民の価値観が反

映されている｡ 今回の分析結果を臨床判断や政策

決定に用いる際には, 日本人の価値観と相違する

可能性があることに留意しなければならない｡

５. 結論

現状で入手可能なデータ (best available data)

に基づく分析により, 軽度・中等度AD患者に対

するドネペジルの投与は, 患者の健康結果が向上

するとともに, 医療・介護費用が節減されること

が明らかとなった｡ 但し, 今後ドネペジルの長期

的効果やわが国におけるAD患者の予後に関する

データが蓄積された際には, 本分析結果の再評価

を行うことが望ましいと考えられる｡
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抗痴呆薬ドネペジルの経済評価

１. 導入・適正利用の確固たる根拠

新技術が既存技術と同様以上の効果を有し､ しかもより安価である｡

２. 導入・適正利用の強い根拠

①新技術が既存技術を上回る効果を有し, 増分費用／効果は１QALYあたり20,000ドル未満である

②新技術は既存技術を下回る効果だが, 増分費用／効果は１QALYあたり100,000ドル超である｡

３. 導入・適正利用の中等度の根拠

①新技術が既存技術を上回る効果を有し, 増分費用／効果は１QALYあたり20,000ドル～100,000ドル

である

②新技術は既存技術を下回る効果だが, 増分費用／効果は１QALYあたり20,000ドル～100,000である｡

４. 導入・適正利用の弱い根拠

①新技術が既存技術を上回る効果を有し, 増分費用／効果は１QALYあたり100,000ドル超である

②新技術は既存技術を下回る効果だが, 増分費用／効果は１QALYあたり20,000ドル未満である｡

５. 拒否の確固たる根拠

新技術が既存技術を下回る効果を有し, しかもより高価である｡

(Laupacis et al., 1992)

表５ 新技術導入・適正利用に関する基準
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Economic Evaluation of Donepezil Treatment
for Alzheimer’s Disease in Japan��������������������������������������������������������������������������������������

To demonstrate the economic impact of donepezil treatment for patients with
mild-to-moderate Alzheimer's disease (AD ) in Japanese clinical settings, we
conducted a cost-effective analysis using the Markov model.

This analysis was made from the societal viewpoint, and the cost was
estimated based on the fee schedule of the Japanese national health insurance and
the entitled amount of the long-term care insurance. The results of the phase Ⅲ
clinical trial of donepezil on AD in Japan were used to estimate the drug efficacy.
However, the epidemiological data on the natural history in the U.S. was used
because they were unavailable in Japan. Based on the quality of life survey,
quality-adjusted life years (QALYs) were calculated as an effectiveness measure.

Under the base-case analysis with a 2-year time horizon, donepezil treatment
for patients with mild-to-moderate AD was an economically dominant option
compared to the conventional treatment ; i.e. improved health outcomes and
decreased costs. Further study will be needed when the data on the long-term
effects of donepezil and the natural history data of AD patients become available.

Keyword：Alzheimer's disease, Antidementia drug, Economic evaluation, Utility,

Quality-adjusted life year
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